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答申第３６号

（諮問第５１号）

答 申

第１ 審査会の結論

大分県警察本部長（以下「実施機関」という ）が、平成１８年１２月１５日付けで行った公。

文書一部公開決定を取り消し、個人の氏名及び取得価格を公開すべきである。

第２ 審査請求に至る経緯

１ 公文書の公開請求

、 、 （ 。平成１８年１２月４日 審査請求人は 大分県情報公開条例 平成１２年大分県条例第４７号

以下「本件条例」という ）第６条第１項の規定により、実施機関に対し 「○○交番の土地財産。 、

管理台帳」について公開請求（以下「本件公開請求」という ）をした。。

２ 実施機関の決定

平成１８年１２月１５日、実施機関は、本件対象公文書として「土地明細台帳」を特定し、個

人の氏名等が記載されており、特定の個人が識別されるとして本件条例第７条第１号に該当する

ことを理由に一部公開決定とした。

３ 審査請求

平成１９年１月４日、審査請求人は、上記の一部公開決定の取消しを求めて、行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）第５条の規定により、大分県公安委員会に対し審査請求をした。

第３ 審査請求人の主張の要旨

１ 審査請求の趣旨

平成１８年１２月１５日付けの実施機関の一部公開決定を取り消すとの裁決を求める。

２ 審査請求の理由

審査請求人は、

相続財産調査のため、黒塗り部分の売買代金・氏名を公開していただきたい

として一部公開決定処分は不当であると主張している。

第４ 実施機関の主張の要旨

実施機関は、

本件対象公文書には警察本部会計課が、○○交番の庁舎敷地を購入した取引相手方の氏

名、売買価格が記載されている。

このうち、氏名については、特定の個人を識別することができる情報であり、本件条例

第７条第１号ただし書イ、ロ、ハ、ニ及びホのいずれにも該当せず、個人情報に該当する
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と判断した。また、売買価格については、特定の個人から取得した財産に関する情報であ

り、それ自体特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、個人の権利

利益を害するおそれがある個人に関する情報であると判断した。

と主張している。

第５ 審査会の判断理由

当審査会において、本件対象公文書を見分した結果、実施機関が非公開とした○○交

番の庁舎敷地の前所有者の氏名及び取得価格は「沿革」欄に記載されており、当該欄の

情報は本件条例第７条第１号に規定する「個人に関する情報であって、当該情報に含ま

れる氏名、生年月日その他の記述により、特定の個人を識別することができるもの」に

該当することが認められた。

以下、個人の氏名、取得価格それぞれについて、本件条例第７条第１号ただし書の該

当性の有無について検討する。

１ 「個人の氏名」について

本件対象公文書は、既に地番が公開されていることから、不動産登記簿の閲覧等により、○○

交番の庁舎敷地の前所有者の氏名については、何人でも知り得ることが可能なものである。した

がって、個人の氏名については本件条例第７条第１号ただし書イの「法令若しくは他の条例の規

、 」 、定により又は慣行として公にされ 又は公にすることが予定されている情報 に当たることから

公開すべきである。

２ 「取得価格」について

( ) 公共用地取得の際の土地評価の方法について1

参考人である大分県土木建築部用地対策課員の意見陳述とその際提出された関係書類を踏ま

えると以下のことが認められた。

公共事業における用地取得時の土地評価に関しては、大分県が施行する公共事業に伴う損失

補償基準（昭和４２年１０月２４日大分県訓令甲第２１号。以下「基準」という 、大分県が。）

施行する公共事業に伴う損失補償基準細則（昭和４３年９月１０日訓令乙監理第５７２号。以

下「細則」という ）及び細則の別記１「土地評価事務処理要領 （以下「要領」という ）等。 」 。

が定められており、これらは公文書公開請求により入手できるものである。

基準第９条では 「正常な取引価格は、近傍類地の取引価格を基準とし、これに土地価格形、

成上の諸要素を総合的に比較考量して算定するもの」とし、さらに第９条の２において「地価

（ ） 、公示法 昭和４４年法律第４９号 第２条第１項の公示区域内の土地を取得する場合において

前条の規定により当該土地の正常な取引価格を決定するときは、同法第６条の規定により公示

された標準地の価格を規準とする」ものとしている。

また、細則第２では 「正常な取引価格は、別記１要領により算定するもの」とし、要領で、

は、多数の取引事例を収集し、これらの取引価格に必要に応じて事情補正や時点修正を施し、

かつ 地域要因の比較及び個別的要因の比較を行って求められた価格を比較考量して標準地 同、 （

一状況地域における標準的な土地をいう。以下同じ ）の価格を求める取引事例比較法や、原。
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則として不動産鑑定業者に標準地の鑑定評価を求めること、近隣地域又は類似地域に地価公示

地（地価公示法第２条第１項の標準地をいう。以下同じ ）がない場合は国土利用計画法施行。

令（昭和４９年政令第３８７号）に定める基準地を用いることなどを定めている。もっとも、

地価公示地や基準地は、都市部には一定程度あるが、それ以外では数が少なく、地価公示地や

基準地が買収地域から遠い場合は、地域要因が大きく異なり、補正・修正の幅が非常に大きく

なるため比較対象として適さないこともある。

( ) ○○交番用地（以下「交番用地」という ）の評価格について2 。

（ 「 」 。）実施機関の説明及び提出された不動産鑑定評価書 以下 本件不動産鑑定評価書 という

を踏まえると以下のことが認められた。

交番用地は都市計画区域に所在し、用途地域が商業地域に区分されていた。

実施機関は、交番用地の評価格の算定を不動産鑑定業者に委託し、不動産鑑定業者は、取引

事例比較法及び収益還元法を適用して鑑定を行った。

このうち、取引事例比較法では、標準地の価格の査定を近隣地域又は同一需給圏内の類似地

域における５箇所の取引事例について事情補正及び時点補正を施し、標準化補正及び地域要因

の比較を行った結果、比準価格を取引事例価格の中庸値に査定した。さらに、標準地と交番用

地とを比較した結果、特に価格修正を必要とする個別的要因がないことから、標準地の価格を

そのまま採用して交番用地の比準価格を査定した。

一方、収益還元法では、近隣地域に適切な収益事例が見当たらず、同一需給圏内の類似地域

の収益事例から誘導して交番用地に帰属する純収益を求め、これを土地還元利回りで資本還元

して交番用地の収益価格を査定した。

以上の比準価格及び収益価格それぞれの有する特性を踏まえ、要因分析等全般にわたって再

検討するとともに、不動産市場の動向を総合的に勘案し、比準価格を下方修正した価格を鑑定

評価格に決定したが、直線距離で南方約２００メートルの類似地域に所在する地価公示地の価

格との規準計算の結果、概ね均衡を得ているとの所見であった。

( ) 結論3

都市計画区域内に所在している交番用地の取得価格は、基準第９条の２の規定に基づき、地

価公示法第６条の規定により公示された地価公示地の価格（以下「公示価格」という ）を規。

準として算定した価格、すなわち、交番用地と地価公示地との位置、地積、環境等の土地の客

観的価値に作用する諸要因について比較して、交番用地の取得価格と公示価格との間に均衡を

保たせるように算定した正常な取引価格としなければならないとされる。

この点について、本件不動産鑑定評価書によれば、公示価格を規準として算定した価格と交

番用地の鑑定評価格との開差は概ね均衡を得ているとの結論付けを行っていること、さらに実

施機関の説明によれば、交番用地の取得価格は鑑定評価格と同額であったということから、実

施機関が非公開とした取得価格部分には正常な取引価格が記載されていることが推認できる。

そして、交番用地として実施機関に買い取られた事実については不動産登記簿に登記されて

公示されるものである上に、土地価格に影響する諸要因、例えば、前面道路、駅への接近の程

度、周辺の環境、行政的条件や当該土地の形状、地積等については、一般に周知されている事
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項か、容易に調査することができる事項である。したがって、直線距離で南方約２００メート

ルの類似地域に地価公示地が所在し、地域要因の相違の少ない本件交番用地の鑑定評価格は、

土地の客観的性状から推認できる一定の範囲内の価格であって、一般人であればおおよその見

当をつけることができるものということができる。そうすると、鑑定評価格と同額である本件

交番用地の取得価格は、本件条例第７条第１号ただし書イの「慣行として公にされ、又は公に

することが予定されている情報」に当たるということができることから、これを公開すべきで

ある。

３ 結論

以上のことから、当審査会は本件処分に関し 「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。、

第６ 審査会の処理経過

審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 内 容

平成１９年 １月３１日 諮問 （平成１８年度第７回審査会）

平成１９年 ３月 ７日 審議 （平成１８年度第８回審査会）

平成１９年 ４月２５日 審議 （平成１９年度第１回審査会）

平成１９年 ５月３０日 参考人の意見陳述・審議 （平成１９年度第２回審査会）

平成１９年 ６月２７日 実施機関の意見陳述・審議（平成１９年度第３回審査会）

平成１９年 ７月２５日 答申決定 （平成１９年度第４回審査会）

大分県情報公開・個人情報保護審査会指定委員

氏 名 職 業 備 考

麻 生 昭 一 弁護士 会長

宇 野 稔 大分大学経済学部教授 会長代行

財 津 功 大分県商工会議所連合会専務理事

森 哲 也 大分合同新聞社取締役編集局長

矢野目 真 弓 大分県地域婦人団体連合会会長
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